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１． 研究テーマ
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(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

・ILCを契機とした地域産業の活性化・地球温暖化対策に向けた検討
（グリーンILCのコンセプトにおけるカーボンニュートラルの実現に向けた手法検討）

・「WoodFirstのまちづくり」として、森林のCO2吸収量の増加、林産業の活性化に向けた
スキームを研究
・地域脱炭素化の取組みを推進するための国の施策と連携方法を提案

LICを契機とした地

域産業の活性化・
地球の温暖化対
策への貢献

出典：東北ILC事業推進センター作成のリーフレット

「WoodFirstのまちづくり」
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森林や藻場等のCO２吸収によ
る「カーボンオフセット」

地域のカーボンニュートラル実現のイメージ

最終的に排出せざるを得ないCO2

CO2排出量

２．カーボンオフセットのイメージ 
・ILC関連の産業や人口増が地域脱炭素に与える影響を最小化する（グリーンＩＬＣ）
・地域資源によるCO2吸収量の増大と地域産業の活性化によるカーボンオフセットの実現

(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

地域産業の活性化により増大
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３．地域資源を活用したカーボンオフセットの手法
・森林によるクレジット：J-クレジット制度
・藻場・海藻によるクレジット：ブルーカーボンクレジット制度
・行動変容に伴うクレジット：後述（提案）

(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

対象 概要 登録・申請方法 認定組織

J-クレジット制度

「J-クレジット制度」は、省エネルギー設備の
導入や森林経営などの取組みによる温室効
果ガスの排出削減量や吸収量をクレジットと
して国が認定する制度。自治体や農林水産
業者も申請対象。

「森林由来Jークレ
ジット創出者向け
ハンドブック（林野
庁）」

経済産業
省・環境省・
農林水産省

ブルーカーボン・クレジット制度
（Jブルーカーボン・クレジット ）

「ブルーカーボン・クレジット制度」は「JBE
（ジャパンブルーエコノミー技術研究組合）」
が認定するクレジットで、気候変動に緩和・適
応に向けた自主的な活動が、維持・発展する
プロジェクトの実施により、吸収・貯留された
CO２吸収量をJブルークレジット として認定す
るものである。国の機関以外で、自治体、
NPO、漁協、民間企業、補助金や助成金の
交付者、土地管理者等が申請対象。

「Jブルークレジット 
認証申請の手引き
－ブルーカーボン
を活用した気候変
動対策－」

JBE（ジャパ
ンブルーエ
コノミー技術
研究組合）
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４．地域資源を活用したクレジット登録の事例
J-クレジット制度の事例

ブルーカーボンクレジット制度の事例

(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）
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参考：2024/7/31 第11回 グリーンILCセミナー 「カーボンニュートラルに向けた洋野町の取組」

岩手県洋野町

クレジット販売開始時からの合計（令和5年6月30日現在）

合計 298件 5,594[t-CO2]
クレジットの販売単価は、1トンあたり15,000円（税抜き）

出典：岩手県ホームページ

出典：洋野町ホームページ

岩手県県有林J-クレジット

岩手県洋野町は2022年11月に、増殖溝を活用した藻場の創出・保全活動により、J
ブルークレジットの認証を受けたことを発表。発行クレジット量は3,106.5［t-CO2］。

「洋野町ブルーカーボン増殖協議会」が創設され、クレジット販売により得られた資
金を活用して、岩盤やコンクリートブロックの清掃による新基質の創出、人為的な
栄養塩供給や新形状ブロック等の新技術導入、情報収集や教育活動等、藻場の
創出・保全活動の一層の発展を目指す。
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５．東北地域の豊富な森林資源によるカーボンクレジットをILCや地域へ供給
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(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

再エネ電力
（オンサイト、
オフサイト、
非化石証書）

熱/資源活用

ILCから排出されるCO2

オフセット

再エネと熱/資源活用で
置き換えられないCO2排出

東北地域のWoodFirstのまちづくり
（自治体や地域企業の取組み）

「WoodFIｒｓｔのまちづくり」に取組む地域にとってのメリット
☞域外からの外貨獲得、林産業活性化
☞地域の脱炭素化の目標達成へ
☞国の施策（交付金）と連動して進めることも..

他地域の企業活動など

資金

資金

クレジット

クレジット
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６．WoodFirstのまちづくりのモデル（１）
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(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）
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７．WoodFirstのまちづくりのモデル（２）
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(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

※東北地域の基礎自治体の取組みを参考に作成
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８．官民連携による国の施策との連携

クレジット登録の費用や労力がかかる…誰にいくらで、どうやって販売したらよいか…
提案①
自治体ヒアリングの意見をうけ、自治体の地域連携を支援するツールを準備
 ☞東北と首都圏の自治体がカーボンオフセットで連携（クレジット販売のマッチング）
 ☞クレジット販売先と、木材の流通や交流の増、林業の担い手確保へ

(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）
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Phase2
目的地事業者の脱炭素商品・サービス利用行動変容

Phase1
移動の脱炭素行動変容

非日常市場

脱炭素
プラットフォーム

自治体

事業者

専門機関・専門家
データ事業者 データ事業者

事業者

【データプール】
脱炭素移動

公共交通機関利用
徒歩移動
カーシェア

バイクシェア etc..

STEP1 脱炭素行動変容の可視化

行動変容
可視化基準

事業者
データ利用 データ利用

脱炭素アプリ消費者 脱炭素アプリ 脱炭素アプリ 脱炭素アプリ

【データプール】
脱炭素目的地
宿泊、食事、
ショッピング等の

サービス利用 etc..

STEP2 個人の脱炭素行動変容促進

アプリを利用することで行動変容を促進

サービス開発

移動
カーシェア
宿泊
ショッピング
etc..

STEP3-1 クレジット取引

STEP3-2 ESG投資

石油会社等

クレジット
購入

ボランタリークレジット
取引のPF

脱炭素の取組みを
自走・継続させるため
の仕組みとして必要

ホテル・旅館事業者
旅行代理店
飲食事業者
小売事業者 etc..

日常市場
通信事業者
家電製造販売
ネットショッピング
etc..

連携の
検討

商品・
サービス
開発、
展開

行動変容
クレジット化

投資家

脱炭素商品・サービスの
プロモーション優位性

STEP4 プロモーション優位性

消費者 約6割の消費者が、
可視化を前提に
行動変容する可能性

プロモーションコスト削減

行動変容

CO2削減量 サービス開発 CO2削減量

(研究テーマ) 国の施策を先取りした脱炭素のボランタリー市場の検討 （アジア航測㈱）

提案② 個人の行動変容によるクレジット創出、流通の仕組み Copyright© 2024  ASIA AIR SURVEY CO..LTD.
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９．今後の課題
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(研究テーマ) WoodFirstのまちづくり検討／官民連携による国の施策との連携 （アジア航測㈱）

ヒアリング対象 主なヒアリング結果

1 A市
・J-VERクレジットは今後3-4年ほどで完売できる見込みだが、その後の森林施業や管理はさらに高度化ができると
考えられる。クレジット認証コストや自治体の負担が大きいと感じている。
・地域脱炭素の見える化（行動変容）について環境省の施策との連携は興味がある。環境部署に声をかける。

2 B町
・ILCが直接建設されない地域にとっても間接的に何らかの協力ができればと考えている。
・ワーケーション施設を建設しておりうまく活用したい。
・国の施策との連携は魅力的だが、役場の人的リソースに限りがある。官民連携のスキームでうまく進められると良い。
意見交換は継続したい。

3 C市
・今回の取り組みを通じて森林資源のデータを元にCO2吸収量ポテンシャルが整理出来た。
・今後はこのデータを使用して地域脱炭素やクレジットの利活用を進めたい。J-クレジットは認証にコストがかかるので
別な枠組みで森林の吸収量のメリットを活かせる施策が望ましい。
・地域脱炭素の取組みについて、環境省の施策との連携については強い関心がある。環境部署を加えて次回協議
を開催する。定期的に情報交換したい。

4 D市
・ILCを契機に考案した仕組みを取り込んで、地域内外の「木の需要」を創出したい。20年近い長期的な需要が
なければ安定した林業経営は難しい。
・ILC関連自治体と首都圏の自治体がつながり、ひとや木材、クレジットが流通する仕組みが良い。首都圏の子供
たちにも林業の世界を体験してほしい。

① 意欲や興味を持っている自治体への支援策の提案（国の補助制度の活用検討）
② 自治体のみでなく地域の企業や個人が参画するための方策を提案→実行へ

参考：自治体ヒアリングの結果
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